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第第1010次中期経営計画の総括次中期経営計画の総括



1

短プラ・新長プラ

市場連動

第11次中計「MIRAI～未来」

格付機関からの評価格付機関からの評価

MoodyMoody’’s s ：： A1A1 →→ AAa3a3

S&PS&P ：： AA＋＋ →→ AAAA－－

第10次中期経営計画の総括①

◆◆収益モデルの構築収益モデルの構築 ◆◆生産性の向上生産性の向上

地域シェア･顧客基盤の拡大等による
持続的成長に向けた足固めと、
生産性向上による好循環を実現

地域シェア･顧客基盤の拡大等による
持続的成長に向けた足固めと、
生産性向上による好循環を実現

人員のフロント配置人員のフロント配置

先進的な店舗運営先進的な店舗運営

業務プロセス改革業務プロセス改革

新たなステージへの挑戦
第11次中計「MIRAI～未来」

新たなステージ新たなステージへへの挑戦の挑戦
第第1111次中計「次中計「MIRAIMIRAI～未来」～未来」

◆◆経営インフラの構築経営インフラの構築

地域シェアの拡大地域シェアの拡大

地域密着型金融の推進地域密着型金融の推進

消費者ローンの成長消費者ローンの成長

◆◆顧客基盤の拡大顧客基盤の拡大

融資業務の集中化融資業務の集中化

新営業店システムの導入新営業店システムの導入

グループガバナンスの強化グループガバナンスの強化

中小企業貸出、住宅ローンの増強中小企業貸出、住宅ローンの増強

ShizuginshipShizuginshipの創設の創設

静銀セゾンカード㈱の設立静銀セゾンカード㈱の設立

第第1010次中計次中計 （平成（平成2020～～2222年度）年度）

「「Dream TENDream TEN ～～ 新たなる挑戦」新たなる挑戦」

米誌「米誌「GlobalGlobal FinanceFinance」」

世界銀行健全度ﾗﾝｷﾝｸﾞ世界銀行健全度ﾗﾝｷﾝｸﾞ

22年連続年連続5050位以内位以内

第第99次中計次中計 （平成（平成1717～～1919年度）年度）

「３Ｃプラン「３Ｃプラン ～～ 創造と変革への挑戦」創造と変革への挑戦」



第10次中期経営計画の総括②

収 益 モ デ ル の 強 化

法人市場の取り組み ～ 地域密着型金融の推進

ビジネスマッチング、Shizuginship、経営改善支援

→取引先とのリレーションを通じたシェアアップ実現

個人市場の取り組み

住宅関連ローンの持続的な成長

個人年金保険販売は地銀トップ水準

2

地域密着型金融を中心とした収益モデルの強化や経営インフラの拡充による生産性の向上

等を通じて、収益水準が新たなステージに入るなど、大きな成果を収めることができた

地域密着型金融を中心とした収益モデルの強化や経営インフラの拡充による生産性の向上

等を通じて、収益水準が新たなステージに入るなど、大きな成果を収めることができた

50,163
51,862

54,955

61,432
62,752 63,256

57,913

40,000

50,000

60,000

70,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

507 511

595 588

704
727

692

450

550

650

750

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

○○ 貸出金平残の推移貸出金平残の推移

○○ 実質業務純益の推移実質業務純益の推移

（億円）

（億円）

第9次中計 第10次中計

68,217 68,247
68,886

74,869

76,156

72,053
71,191

60,000

70,000

80,000

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度

○○ 預金等平残の推移預金等平残の推移 （億円）

約＋13,000億円約＋13,000億円 約＋8,000億円約＋8,000億円

約＋200億円約＋200億円



第10次中期経営計画の総括③
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20年
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営業店バック・アシスト １，６９３ １，０９７

うち行員 ５４８ ９０

本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他 １，０６０ ８８５

うち行員 ５０９ ５６０

銀行全体 （A） ５，１６４ ４，９７１

グループ会社等 計 （B） １，８７３ ２，０９６
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（億円、％）

（人）

○積極的な投資を通じたＩＴインフラ整備や
抜本的な業務プロセス改革に着手

→ 営業店業務量の削減、フロント人員の増加

営業店バック人員のフロント再配置による
営業力強化 （フロント人員＋５７８名）

ＩＴ基盤の拡充
（融資支援システム、金融商品販売支援システム等）

営業店の業務量▲6割削減
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第第11１次中期経営計画の概要１次中期経営計画の概要



第11次中期経営計画「MIRAI～未来」の概要

新 中 計 の 概 要

4

＜収益目標＞

連結経常利益 700億円以上

連結当期純利益 400億円以上

単体実質業務純益 730億円以上

＜効率性指標＞

連結TierⅠROE 6％台

連結ROA 0.4％以上

連結OHR 55%程度

＜健全性指標＞

連結TierⅠ比率 13％程度

与信費用比率 0.2％以下

＜投資家向け指標＞

株主還元率 中長期的に50％以上

目 標 と す る 経 営 指 標

１．名称 「MIRAI～未来」

２．計画期間 3ヵ年（平成23年度～25年度）

３．ビジョン
「お客さまとともに地域の未来を切り拓く

総合金融グループ～Challenge for the Future」

私たちは、将来にわたる地域の発展、成長を実現
していくため、つねにお客さまのベストパートナー
になるよう行動します。

４．基本戦略

（1）「先進性」「提案・解決力」を通じた成長の実現

（2）高い生産性による強靭な経営体質の構築

（3）「しずぎんブランド」の価値向上

第11次中計では、総合金融グループ機能の発揮による連結収益の拡大や、
第10次中計で進めた生産性向上施策の効果をさらに高めることにより、
地域とともに明るい未来を切り拓いていく

第第1111次中計では、次中計では、総合金融グループ機能の発揮による連結収益の拡大や、
第10次中計で進めた生産性向上施策の効果をさらに高めることにより、
地域とともに明るい未来を切り拓いていく
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第11次中期経営計画のコンセプト

1.1. 地銀上位行としてのプレゼンス向上地銀上位行としてのプレゼンス向上

2.2. 地域における競争力地域における競争力

3.3. 構造変化への対応構造変化への対応

4.4. 第第1010次中期経営計画の施策効果の実現次中期経営計画の施策効果の実現

5.5. ステークホルダーのバランスステークホルダーのバランス

第11次中期経営計画のコンセプト

これまでに強化してきた収益モデル、経営インフラを最大限に活用しつつ、
新たな成長ステージを目指す
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目指すべきグループ像（ビジョン）

基本理念「地域とともに夢と豊かさを広げます。」

「お客さまとともに地域の未来を切り拓く総合金融グループ
～～ChallengeChallenge forfor thethe FutureFuture」」

目指すべきグループ像（ビジョン）

私たちは、将来にわたる地域の発展、成長を実現していくため、
つねにお客さまのベストパートナーになるよう行動します。

向こう10年間の人口動態や構造変化を見据えた場合、地域金融機関として取り組むべきことは、
静岡銀行グループの総合力を一層高め競争力を向上させつつ、お客さまとともに厳しい経済環境
に立ち向かっていく強い意志をもち、地域をリードする努力を惜しまない

他金融機関の追随を許さない「先進性」「提案・解決力」を備えた従業員が、チャレンジ精神を
もって新たな価値を創造・提供していくことにより、地域とともに明るい未来を切り拓いていく

サービス業の原点に立ち返り、お客さまあっての静岡銀行グループであることを再確認する

～ビジョンに込めた想い～
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第11次中期経営計画の名称

「「 ＭＩＲＡＩＭＩＲＡＩ ～～ 未来未来 」」

ビジョンに盛り込んだ「明るい未来を切り拓く」「明るい未来を切り拓く」ため、
「ＭＩＲＡＩ」「ＭＩＲＡＩ」を名称とした

「ＭＩＲＡＩ」には、以下の意味を込めている

「Ｍ」・・・「Ｍ」・・・MotivationMotivation

「Ｉ」・・・「Ｉ」・・・InnovationInnovation

「Ｒ」・・・「Ｒ」・・・RelationRelation

「Ａ」・・・「Ａ」・・・ActionAction

「Ｉ」・・・「Ｉ」・・・ImaginationImagination

= = ChallengeChallenge精神、やる気精神、やる気

== 先進性、新しい考え方先進性、新しい考え方

== 取引先との信頼関係取引先との信頼関係

== 行動する行動する

== 未来を想い描く未来を想い描く
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基本戦略の全体像

①顧客基盤のさらなる拡大①顧客基盤のさらなる拡大

②中小企業分野におけるソリューション営業地域②中小企業分野におけるソリューション営業地域No.1No.1銀行の実現銀行の実現

③取引先のアジア進出支援③取引先のアジア進出支援

④地域活性化への取り組み④地域活性化への取り組み

⑤住宅ローンの成長性追求⑤住宅ローンの成長性追求

⑥個人向けソリューション営業の高度化⑥個人向けソリューション営業の高度化

⑦マス顧客へのマーケティングアプローチ⑦マス顧客へのマーケティングアプローチ

⑧法人取引基盤を活かした個人取引の強化⑧法人取引基盤を活かした個人取引の強化

①営業生産性の向上①営業生産性の向上

②新しい営業店モデルの構築②新しい営業店モデルの構築

③ＩＴ戦略③ＩＴ戦略

④コンプライアンス体制④コンプライアンス体制の高度化の高度化

⑤リスク管理の高度化⑤リスク管理の高度化

①ＣＳＲへの取り組み①ＣＳＲへの取り組み

②顧客満足度の向上②顧客満足度の向上

③創造力とチームワークにあふれた企業風土の醸成③創造力とチームワークにあふれた企業風土の醸成

④地域貢献への取り組み④地域貢献への取り組み

⑤企業価値の向上（資本政策）⑤企業価値の向上（資本政策）

基本戦略は、以下の３つをバランスよく推進していく



【【基本戦略１基本戦略１】】

「先進性」「提案・解決力」を通じた「先進性」「提案・解決力」を通じた
成長の実現成長の実現
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顧客基盤のさらなる拡大
【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

法人貸出取引先数 ： 3年間で1,000先以上増加

「シェアの低い地域」「新規開拓の余地」「成長する市場」を見極め、経営資源を
集中投下

法人貸出取引先数法人貸出取引先数 ：： 33年間で年間で1,0001,000先以上増加先以上増加

「シェアの低い地域」「新規開拓の余地」「成長する市場」を見極め、経営資源を「シェアの低い地域」「新規開拓の余地」「成長する市場」を見極め、経営資源を
集中投下集中投下

静岡銀行 36.31%

静岡銀行 28.86% 静岡銀行 27.92%

信金 13.31%
信金 33.14%

信金 17.16%

他地銀 12.33% 他地銀 19.49%

都銀等 28.42%

都銀等 35.08% 都銀等 6.08%

都銀等 5.76%

農協 12.65%

労金 8.34%

静岡銀行 45.43%

他地銀 28.17%

他地銀 16.17%

農協 7.78%

政府系 9.62%
政府系 7.97%

大企業 中堅企業 中小企業 個人

比較的高いシェアを確保
静岡銀行 20,590

静岡銀行 17,501

信金 23,642

信金 10,756

他地銀 11,540

都銀等 4,334

農協 7,926

静岡銀行 1,119

静岡銀行 3,784

他地銀 17,658

都銀等 3,610

農協 5,548

政府系 5,683

労金 5,225

71,337

62,676

2,463

10,421

大企業 中堅企業 中小企業 個人

0
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経営資源の集中投下、経営資源の集中投下、
ソリューション営業によりソリューション営業により

さらにシェアを拡大さらにシェアを拡大

法人貸出取引先数法人貸出取引先数
32,00032,000先先 ⇒⇒ 33,00033,000先以上先以上
33年間で＋年間で＋1,0001,000先以上増加先以上増加

シェア・残高ともに
成長余地あり

静岡県内の金融機関別貸出シェア・残高（22年3月末）

○貸出シェア○貸出シェア ○貸出残高○貸出残高 （億円）
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中小企業分野におけるソリューション営業地域No.1銀行の実現① 全体像

【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

・ ビジネスマッチング成約
8,001件／融資獲得額 978億円

・ しずぎん@gricom、海外商談会等の独自企画

ビジネスマッチングビジネスマッチング

～～ 次世代を担う経営者、後継者の皆さまに次世代を担う経営者、後継者の皆さまに

交流と研鑽の「場」を提供交流と研鑽の「場」を提供

・ 会員数 883社／1,328名（23年3月末時点）

・ セミナー等を通じた 次世代経営者の育成支援

・ 事業再生支援完了54件

・ 17年4月以降、98社／約8,800名の雇用確保

・ 温泉街や商店街等の「面」の再生支援

ShizuginshipShizuginship

経営改善・事業再生支援経営改善・事業再生支援

お客さまとのリレーション強化
地域シェアの拡大 ○中小企業分野における

ソリューション営業地域No.１銀行の実現

⇒ 第10次中計までのアドバンテージを活かし、

「メガバンクにはないきめ細かさ」

「信用金庫にはできない営業のクォリティ」

を通じて、取引先ニーズや経営課題への対応力を、

他行が追随できないレベルまで高める。

○中小企業分野における○中小企業分野における
ソリューション営業地域ソリューション営業地域No.No.１銀行の実現１銀行の実現

⇒ 第10次中計までのアドバンテージを活かし、

「メガバンクにはないきめ細かさ」「メガバンクにはないきめ細かさ」

「信用金庫にはできない営業のクォリティ」「信用金庫にはできない営業のクォリティ」

を通じて、取引先ニーズや経営課題への対応力を、

他行が追随できないレベルまで高める。

第10次中計における取り組み 第11次中計における取り組み

具体的な取組内容

・医療関連業者とのネットワーク構築

・開業サポートの充実

・企業の省エネ・環境対策設備投資への金融支援

・次世代自動車産業への参入支援

・一般事業者の農業分野参入支援

・農業生産者および周辺産業の事業拡大支援

＜成長分野の開拓・深掘り＞＜成長分野の開拓・深掘り＞

医療・介護医療・介護

環境環境

農業農業

＜外部機関からの評価＞

・地域密着型金融への取り組みに対する
東海財務局からの顕彰 （20年度～ 3年連続）

・地域力連携拠点事業への取り組みに対する
関東経済産業局長賞（20年12月）

・Shizuginshiｐの活動に対するＦＢＮｼﾞｬﾊﾟﾝ
ﾌｧﾐﾘｰﾋﾞｼﾞﾈｽ大賞「特別賞」（21年2月）

＜外部機関からの評価＞＜外部機関からの評価＞

・地域密着型金融への取り組みに対する
東海財務局からの顕彰東海財務局からの顕彰 （（2020年度～年度～ 33年連続）年連続）

・地域力連携拠点事業への取り組みに対する
関東経済産業局長賞（関東経済産業局長賞（2020年年1212月）月）

・Shizuginshiｐの活動に対するＦＢＮｼﾞｬﾊﾟﾝＦＢＮｼﾞｬﾊﾟﾝ
ﾌｧﾐﾘｰﾋﾞｼﾞﾈｽ大賞「特別賞」（ﾌｧﾐﾘｰﾋﾞｼﾞﾈｽ大賞「特別賞」（2121年年22月）月）
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中小企業分野におけるソリューション営業地域No.1銀行の実現② 運営体制

【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

ソリューション営業運営体制の全体像

本部ソリューション担当部署

【法人ソリューション営業グループ】

・成長・未開拓分野の開拓・深掘り

・経営相談への対応力強化

・取引先のアジア進出支援

【プライベートバンクグループ】

・富裕層向け担当者制の拡大

・相続コンサルティング

・預り資産販売体制の充実

＜グループ一体となったソリューションの提供＞

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ

静銀ﾘｰｽ 静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ

営

業

店

≪担い手となる営業店行員のレベルアップ≫

法人部に法人ソリューション営業グループ、個人部にプライベートバンクグループを設置

グループ会社とも連携し、ソリューション営業体制を充実させ、競争力を高める

法人部に法人ソリューション営業グループ、個人部にプライベートバンクグループを設置

グループ会社とも連携し、ソリューション営業体制を充実させ、競争力を高める

≪外部機関との連携≫

・若手渉外担当者を対象とした、経営相談に関する
体系化した教育プログラムの実施

・専門知識、ノウハウ習得のための行外派遣の継続

・コンサルティング会社等と連携した成長分野への
対応およびコンサルティングメニューの充実

・地公体、商工会議所等の研究活動への参加を
通じた情報収集、地域社会とのリレーション強化
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取引先のアジア進出支援① 全体像

【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

取引先の海外進出が増加する中、平成23年1月に「海外事業支援室」を設置し、
支援体制を強化

アジア諸国での業務提携先・行員派遣先を今後も順次拡大し、当行行員による現地での
支援体制をさらに充実させていく

取引先の海外進出が増加する中、平成23年1月に「海外事業支援室」を設置し、
支援体制を強化

アジア諸国での業務提携先・行員派遣先を今後も順次拡大し、当行行員による現地での
支援体制をさらに充実させていく

• 国際感覚豊かな人材の育成

• 海外視察、現地企業への訪問増加

• 留学生を支援する奨学金制度の新設

• 現地の決算、運営状況に係る情報収集

• 海外進出案件等の把握とタイムリーな対応

組織・人材面の体制整備

• 外部機関を活用した取引先への情報提供

• 海外商談会等を通じた海外販路開拓支援

• 海外進出できない企業への対応（経営相談等）

取引先に対するサポート機能の充実

案件審査・モニタリング体制の充実

「アジア進出のトータルサポートを提供する静岡銀行」の実現「アジア進出のトータルサポートを提供する静岡銀行」の実現

日本国内における支援体制の整備アジア諸国におけるネットワークの充実

海
外
拠
点

・行員の派遣：11名名（予定） → りそなプルダニア銀行りそなプルダニア銀行
同行に出資予定（出資比率5％）

・進出企業52社／進出希望企業22社

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

・行員の派遣：11名名（予定）
→ ANZ Bank (Vietnam) LimitedANZ Bank (Vietnam) Limited

・進出企業30社／進出希望企業37社

ベ
ト
ナ
ム

・進出企業266社／進出希望企業119社
・業務提携先 ： 中国建設銀行(中国)、大邱銀行(韓国)
・その他： 語学留学の実施（華東師範大学）

研修生派遣予定（みずほコーポレート銀行）

中

国

他

・香港支店 ： 行員行員55名（総勢名（総勢1313名）名）
・上海駐在員事務所 ： 行員行員22名（総勢名（総勢 33名）名）
・シンガポール駐在員事務所 ： 行員行員11名（総勢名（総勢 22名）名）

・行員の派遣：33名名（うち2名は4月から派遣）
→ クレディ・アグリコル銀行クレディ・アグリコル銀行 11名、カシコン銀行名、カシコン銀行 22名名

・進出企業97社／進出希望企業39社

タ
イ

総
勢
23
名
の
当
行
ス
タ
ッ
フ
が
現
地
で
取
引
先
を
サ
ポ
ー
ト

総
勢
総
勢
2323
名
の
当
行
ス
タ
ッ
フ
が
現
地
で
取
引
先
を
サ
ポ
ー
ト

名
の
当
行
ス
タ
ッ
フ
が
現
地
で
取
引
先
を
サ
ポ
ー
ト

※ 進出企業、進出希望企業は、当行取引先数を記載
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経営改善支援
事業再生支援

●

●

ニューデリー

ムンバイ

取引先のアジア進出支援② 静岡銀行のアジアネットワーク

【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

●

●

●

●

●

ジャカルタ

●

北京

●

香港支店
<アジア地域統括店>
行員5名（総勢13名）

バンコク

ハノイ

大邱

市場国際部

＜海外進出支援の企画・統括＞

海外事業支援室 2名

外為ソリューション担当4名

●
●

【ベトナム】 派遣行員 1名（予定）
業務提携 ： ANZベトナム

【インドネシア】 派遣行員 1名（予定）
業務提携 ： りそなプルダニア銀行

【タ イ】 派遣行員 3名
業務提携 ： カシコン銀行（2名）

クレディ・アグリコル銀行（1名）
バンコック銀行

【韓 国】
業務提携 ： 大邱銀行

上海駐在員事務所
行員2名（総勢3名）

華東師範大学派遣2名

シンガポール駐在員事務所
行員1名（総勢2名）→増員検討

静岡

アジアにおけるネットワーク

香港

上海

シンガポール

●

大連

【中 国】
業務提携 ： 中国建設銀行
その他 ： 研修生1名派遣予定

(みずほコーポレート銀行)



住宅ローンの成長性追求

19,700

2,367
2,683

3,073
3,446

3,775
4,002

4,600

12,914
14,043

15,119
16,107

16,965
17,666

17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 25年度計画

県外

県内

豊橋ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ 横浜ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ 厚木ﾛｰﾝﾃﾞｽｸ

２２店 ⇒ ⇒ ⇒ ２５店 ⇒ 機動的な
出店

⇒ ⇒ ２３０人２３０人⇒⇒１８４人

２３店 ⇒

２０８人 ⇒

２３店 ２５店

２１８人 ２３０人

チャネル

担い手

14

（単位：億円）

16,727

18,192
19,553

20,740
21,621,66868

24,324,30000

BPR施策・拠点増設等

フロント業務の所要時間を

2222年度比年度比6060％削減し％削減し
営業投入時間を増加営業投入時間を増加

【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

消費者ローンは、拠点拡充、200名を超える担当者の配置等により順調に残高が増加

第11次中計では、住宅関連ローンのBPR、拠点増設を含む販売チャネル強化により、
一層の残高積み上げを目指す

消費者ローンは、拠点拡充、200名を超える担当者の配置等により順調に残高が増加

第11次中計では、住宅関連ローンのBPR、拠点増設を含む販売チャネル強化により、
一層の残高積み上げを目指す

県外拠点拡大

消費者ローン残高（平残）の推移

15,281

13,137 ⇒ ⇒ ⇒ 10,214 －

⇒ ⇒ －2,428⇒⇒2,734

9,493 ⇒

2,703 ⇒

9,910 11,023

2,694 2,572

実行件数（件)

実行金額（億円）
※住宅関連ローン

※



個人向けソリューション営業の高度化
【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

相続・事業承継相続・事業承継

保障性保険保障性保険

保険相談デスク保険相談デスク

ＩＴの活用ＩＴの活用

お客さまの生涯にわたる資産運用と管理を担うウェルスマネジメントを通じ、これまでの
預り資産販売から、個人向けソリューション営業へと進化させる

的確な商品提案ときめ細かなフォローを通じてお客さまとの信頼関係を築き、相場動向に
左右されにくいトータルコンサルティングを展開する

お客さまの生涯にわたる資産運用と管理を担うウェルスマネジメントを通じ、これまでの
預り資産販売から、個人向けソリューション営業へと進化させる

的確な商品提案ときめ細かなフォローを通じてお客さまとの信頼関係を築き、相場動向に
左右されにくいトータルコンサルティングを展開する

第11次中計の取り組み

●● 預り資産販売額の推移預り資産販売額の推移（静銀ティーエム証券への紹介分を含む）

15

722 780
1,000 1,020 1,100

1,300

1,013 990

1,099
1,280

1,300

1,300

500

1,000

1,500

2,000

2,500

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

個人年金保険

投資信託

1,735

2,099
2,300

1,770

2,400
2,600

第10次中期経営計画 第11次中期経営計画

（億円）

事業承継ﾆｰｽﾞや相続関連ﾆｰｽﾞに対するﾄｰﾀﾙｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ事業承継ﾆｰｽﾞや相続関連ﾆｰｽﾞに対するﾄｰﾀﾙｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ

保障性保険を新たなｽﾄｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽと捉えた長期・安定的な販売体制保障性保険を新たなｽﾄｯｸﾋﾞｼﾞﾈｽと捉えた長期・安定的な販売体制

県内県内44拠点に設置している保険相談ﾃﾞｽｸの拡大拠点に設置している保険相談ﾃﾞｽｸの拡大

金融商品販売支援ｼｽﾃﾑに蓄積した金融商品販売支援ｼｽﾃﾑに蓄積したCRMCRM情報の活用情報の活用



16

個人顧客へのマーケティングアプローチ
【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

個人マーケティング専門部署の設置

ITインフラの整備・拡充

・個人顧客の消費行動や市場動向の分析を通じた
マーケティング戦略の企画・推進

・各種商品のクロスセルを通じた個人取引の収益性
向上と安定した個人預金調達基盤の構築

個人マーケティンググループ個人マーケティンググループ

プロモーションプロモーション

個人マーケティング個人マーケティング
戦略の企画・推進戦略の企画・推進商品商品 チャネルチャネル

第10次中計 平成23年度 平成24年度 平成25年度

マーケティング戦略

情報基盤の整備

CRMCRM機能の拡充機能の拡充CRMCRM（金融商品販売支援システム）稼働・定着（金融商品販売支援システム）稼働・定着

マーケティング高度化（マーケティング高度化（One to One)One to One)マーケティング戦略マーケティング戦略のの推進体制整備推進体制整備 EBMEBMの実現の実現

ATMATM機能の機能のWebWeb化化 ATMATMへのセールス機能付加へのセールス機能付加

統合データベースの整備・拡充、現行情報システム機能の見直し統合データベースの整備・拡充、現行情報システム機能の見直し

高度な情報検索、分析機能の実現高度な情報検索、分析機能の実現

 
＜ｺｰﾙｾﾝﾀｰ＞＜ｺｰﾙｾﾝﾀｰ＞

＜ＡＴＭ＞＜ＡＴＭ＞

＜ﾊﾟｿｺﾝ・ﾓﾊﾞｲﾙ＞＜ﾊﾟｿｺﾝ・ﾓﾊﾞｲﾙ＞

＜店頭＞＜店頭＞

顧客のアクセスを逃さない
チャネル連携によるアプローチ

チャネル間で情報を共有し、
顧客誘導、取引成約

お客さま

便利だ !!
便利だ !!

長期的なリレーション

効果的なクロスセル

・マーケティング戦略をバックアップすべく
中長期的な視点でITインフラを整備・拡充

顧客情報の蓄積・分析による顧客行動を捉えた効果的なアプローチ

チャネル間の顧客情報共有を通じ、効率的かつ効果的にクロスセル

顧客情報の蓄積・分析による顧客行動を捉えた効果的なアプローチ

チャネル間の顧客情報共有を通じ、効率的かつ効果的にクロスセル

安定した個人預金安定した個人預金
調達基盤の構築調達基盤の構築
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インターネット戦略の中長期ビジョン
【基本戦略1】 「先進性」「提案･解決力」を通じた成長の実現

第11次中計では、インターネットバンキング機能を地銀トップレベルに高めていく第11次中計では、インターネットバンキング機能を地銀トップレベルに高めていく

インターネット戦略 ⇒
将来に向けた成長戦略

インターネットバンキング機能を

地銀トップレベルへ

インターネットバンキング機能をインターネットバンキング機能を

地銀トップレベルへ地銀トップレベルへ

営業戦略の両輪営業戦略の両輪

341

212

99
17

20
26

14

6

19年度 20年度 21年度 22年度 25年度計画

預金残高（億円）

口座数（千件）

1,0001,000

8686

インターネットチャネルインターネットチャネル
営業店とは異なる視点・営業店とは異なる視点・

アプローチの展開アプローチの展開

営業店営業店
質の高いコンサルティング質の高いコンサルティング

機能の発揮機能の発揮

・・ インターネット専用商品による顧客誘引インターネット専用商品による顧客誘引

・・ 静銀ティーエム証券や静銀セゾンカード等との静銀ティーエム証券や静銀セゾンカード等との

連携による新たな顧客層へのアプローチ連携による新たな顧客層へのアプローチ

消費者の行動変化

21,960

27,504

33,144

41,352

47,220

38,760

13,260

17,100

31.5

26.5

21.6

9.1
12.7

24.7
21.4

24.7

14年 15年 16年 17年 18年 19年 20年 21年

インターネットを利用した
年間支出額（円）

株式委託取引に占める
インターネット取引（％）

○インターネットを利用した年間支出および株式取引の推移

出典：日本証券業協会「インターネット取引に関する調査結果」
総務省統計局「家計消費状況調査」

年間支出額：年間支出額：3.63.6倍倍
株式取引株式取引 ：：2.72.7倍倍

当行インターネット支店の口座数と預金残高の推移



【【基本戦略基本戦略22】】

高い生産性による強靭な経営体質の構築高い生産性による強靭な経営体質の構築



生産性のさらなる向上
【基本戦略2】 高い生産性による強靭な経営体質の構築

第10次中計で捻出したフロント人員を活用し、トップラインの成長に結び付ける

OHRを55％程度にコントロールしつつ、成長につながる積極的な投資を継続する

第10次中計で捻出したフロント人員を活用し、トップラインの成長に結び付ける

OHRを55％程度にコントロールしつつ、成長につながる積極的な投資を継続する

経営インフラ整備経営インフラ整備
（戦略投資）（戦略投資）

セールス機会増加セールス機会増加
顧客応対サービス向上顧客応対サービス向上

トップライン成長トップライン成長

フロント人員拡大フロント人員拡大

生産性の向上生産性の向上

生産性向上による好循環サイクル 人員の推移

20年
3月末

23年
3月末

20年
3月末比

営業店フロント ２，４１１ ２，９８９ ＋５７８

＋４１１

▲５９６

▲４５８

▲１７５

＋５１

▲１９３

＋４

＋３０

３，１１６

うち行員 １，７９４ ２，２０５ ２，３２５

営業店バック・アシスト １，６９３ １，０９７ ９８９

うち行員 ５４８ ９０ ３５

本部・融資業務ｾﾝﾀｰ･その他 １，０６０ ８８５ ８５５

うち行員 ５０９ ５６０ ５３５

銀行全体 ５，１６４ ４，９７１ ４，９６０

２，８５５

７，０６７

26年3月
（予想）

うち行員 ２，８５１ ２，８９５

７，０４９７，０３７グループ総人員

第10次中計 平成23年度 平成24年度 平成25年度

営業店業務の生産性向上

法人部門戦略

個人部門戦略

ナビゲーションシステム展開ナビゲーションシステム展開ナビゲーションシステム試行ナビゲーションシステム試行

文書管理システムの定着文書管理システムの定着文書管理（ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化着手文書管理（ﾍﾟｰﾊﾟｰﾚｽ化着手))

業務プロセスのモニタリング業務プロセスのモニタリング

融資支援システム、渉外支援システムのレベルアップ融資支援システム、渉外支援システムのレベルアップ 営業活動カルテ等による自立的なカイゼン営業活動カルテ等による自立的なカイゼン

IT関連投資ロードマップ（抜粋）

18

法人情報の見える化によるソリューション営業力の向上法人情報の見える化によるソリューション営業力の向上

CRMCRM機能の拡充機能の拡充CRMCRM（金融商品販売支援システム）稼働・定着（金融商品販売支援システム）稼働・定着

マーケティング高度化（マーケティング高度化（One to One)One to One)マーケティング戦略推進体制の整備マーケティング戦略推進体制の整備 EBMEBMの実現の実現
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新しい営業店モデルの構築
【基本戦略2】 高い生産性による強靭な経営体質の構築

接客スタイルの進化接客スタイルの進化

○セルフ端末○セルフ端末((ゼロ線完結ゼロ線完結))

店頭受付事務･待ち時間を短縮
○双方向コミュニケーション○双方向コミュニケーション

タブレット型ＰＣ（ｉＰａｄ）や対面式ディスプレイの活用

ビジュアル化した分かりやすい説明

ローカウンター

EQ

店内誘致店内誘致

相談ブース相談ブース

ご案内

エクスプレス
カウンター ○事務ナビゲーション○事務ナビゲーション

一定水準の事務処理を維持

○印鑑レス･書類レス○印鑑レス･書類レス

総合受付
カウンター

営業体制の強化営業体制の強化

○チャネル連携○チャネル連携

ATMから店内へ誘導、担当者の端末に顧客情報を表示

○○ATMATMのの営業チャネル営業チャネル化化

利用者ごとのマイページ､頻度の高い振込先の表示など、
利便性･CS向上を実現

フロント業務のシンプル化フロント業務のシンプル化
サポート機能の強化サポート機能の強化

EQ

チャネル連携チャネル連携

サービス
カウンター

一般個人
カウンター

事務処理型店舗から、セールス強化･CS向上を実現する「コンサルティング型店舗」へ事務処理型店舗から、セールス強化･CS向上を実現する「コンサルティング型店舗」へ

【【コンサルティング型店舗コンサルティング型店舗】】



【【基本戦略基本戦略33】】

「しずぎんブランド」の価値向上「しずぎんブランド」の価値向上



自己資本比率の適切なコントロールによる健全性維持に加え、高水準かつ安定した

株主還元により、企業価値を向上させる

20

株主還元の充実

自己資本の適正水準でのコントロール

企業価値の向上
【基本戦略3】 「しずぎんブランド」の価値向上

株主還元

第8次中計
4年間累計

第9次中計
3年間累計

第10次中計
3年間累計（予想)

配当額①（億円） 206 254 269

自己株式取得額②（億円） 399 126 190

株主還元率
（①＋②）／③ 74.05％ 36.96％ 57.16％

当期純利益③（億円） 817 1,028 803

配当性向 ①／③ 25.21％ 24.71％ 33.53％

8.50円 13.00円 13.00円１株あたり年間配当額

・「配当性向25％程度かつ大手地銀最高水準」
の配当維持

・機動的な自己株式取得の継続

→ 23年4月1日、自己株式取得（上限20百万株）

を公表

・中長期的に株主還元率50％以上

＜第11次中計における株主還元方針＞

株主還元率株主還元率

配当配当
＜利益還元の状況＞

自己資本比率

＜連結自己資本比率の推移＞

13.42
13.76

14.06

14.40

15.30
15.32

14.12
14.70

13

14

15

16

20年3月末 21年3月末 22年3月末 23年3月末

連結ＢＩＳ自己資本比率

連結ＴｉｅｒⅠ自己資本比率
(中核自己資本比率)

＜第11次中計における自己資本比率＞

・連結TierⅠ自己資本比率を１３％程度に

コントロール

健全性の維持健全性の維持

・リスク計測を精緻化し、資本を有効活用した

戦略を展開

先進的内部格付手法の導入先進的内部格付手法の導入

16年度 19年度 22年度

（％）
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ＣＳＲへの取り組み
【基本戦略3】 「しずぎんブランド」の価値向上

顧客満足度（CS）の向上 従業員満足度（ES）の向上

地域貢献への取り組み

好感度地域一番店の実現

顧客セグメント毎のロイヤルティ向上

明るく積極的に業務に取り組む職場風土の醸成

従業員の心身の健康増進

創造力とチームワークにあふれた創造力とチームワークにあふれた
企業風土の醸成企業風土の醸成

環境面社会面

・地域密着型金融の推進

・金融円滑化への対応

・企業の後継者育成 Shizuginship

・地域におけるリーダーシップ

・文化・芸術面からの地域貢献

・地域金融経済教育の継続

・本業を通じた環境への対応

・銀行自体の環境負荷の低減

・地域・家庭における環境対応

経済面

リーディングバンクリーディングバンク

としての役割発揮としての役割発揮
加えて加えて

環境変化や営業戦略と連携した地域貢献活動、CS・ES向上施策により、すべての
ステークホルダーの満足度を向上させ、しずぎんブランドの価値をさらに高める

創立70周年（２５年3月）に向け、新たな地域貢献活動を企画、実施していく

環境変化や営業戦略と連携した地域貢献活動、CS・ES向上施策により、すべての
ステークホルダーの満足度を向上させ、しずぎんブランドの価値をさらに高める

創立70周年（２５年3月）に向け、新たな地域貢献活動を企画、実施していく

多様な人材の活用とワークライフバランスの実現

• オールフロント化にあわせたフロアでのCSレベルアップ

• お客さまから感動されるサービスの提供

• 電話応対時のプラス一言お伝え運動の実施

• アンケート等を通じたお客さま意見の営業施策への反映

＜創立70周年事業＞

・ 留学生を支援する奨学金制度の創設

・ 次世代自動車関連産業への
事業展開、新規参入支援

・ 植樹活動 『「小さな親切」の森』づくり」
への積極的な参加 etc

＜創立＜創立7070周年事業＞周年事業＞

・ 留学生を支援する奨学金制度の創設

・ 次世代自動車関連産業への
事業展開、新規参入支援

・ 植樹活動 『「小さな親切」の森』づくり」
への積極的な参加 etc



計数計画計数計画
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計 数 計 画 の 概 要
【計数計画】

21年度実績 22年度実績 25年度計画

経常利益 ５３９億円 ６４２億円 ７００億円以上 ＋５８億円

ＲＯＡ ０．３６％ ０．３９％ ０．４％以上 －

ＯＨＲ ５２．０２％ ５３．２７％ ５５％程度 －

業務粗利益 １，５２０億円 １，５１４億円 １，５５０億円 ＋３６億円

経費（△）

実質業務純益

経常利益

当期純利益

与信費用比率

株主還元率 ４０．６４％ ６７．２２％ 中長期的に５０％以上 －

貸出金平残 ６２，７５２億円 ６３，２５６億円 ６８，６００億円 ＋５，３４４億円

預金等平残 ７４，８６９億円 ７６，１５６億円 ８０，７００億円 ＋４，５４４億円

預り資産販売額

７９３億円 ８１０億円 ８２０億円 ＋１０億円

７２７億円 ７０４億円 ７３０億円 ＋２６億円

５０５億円 ５８７億円 ６７０億円 ＋８３億円

３２１億円 ３５４億円 ４００億円 ＋４６億円

０．３７％ ０．１５％ ０．２％以下 －

２，３５９億円 ２，６４１億円 ３，４００億円 ＋７５９億円

当期純利益 ３２８億円 ３６２億円 ４００億円以上 ＋３８億円

TierⅠＲＯＥ ５．１９％ ５．５９％ ６％台 －

ＴｉｅｒⅠ比率 １４．０７％ １４．４０％ １３％程度 －

3年間増減

単
体
ベ
ー
ス

単
体
ベ
ー
ス

連
結
ベ
ー
ス

連
結
ベ
ー
ス

第11次中期経営計画の計数



23

連結収益計画
【計数計画】

22年度実績

連結経常収益 ２，０９０

連結経常利益 ６４２

連結当期純利益 ３６２

連結TierⅠROE ５．５９％

連結ROA ０．３９％

連結OHR ５３．２７％

（億円）

連結経常利益 700億円以上

連結当期純利益 400億円以上

連結TierⅠROE 6％台、連結ROA 0.4％以上、連結OHR 55％程度

連結経常利益 700億円以上

連結当期純利益 400億円以上

連結TierⅠROE 6％台、連結ROA 0.4％以上、連結OHR 55％程度

25年度 第11次中計
3年間増減

２，１００ ＋１０

７００ 以上 ＋５８

４００ 以上 ＋３８

６％台 －

０．４％以上 －

５５％程度 －

連 結 収 益 計 画
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銀行単体収益計画
【計数計画】

22年度

業務粗利益 １，５１４

資金利益 １，２８２

(うち金利上昇要因) －

手数料収益（※1） １４２

経費 ８１０

実質業務純益 ７０４

経常利益 ５８７

当期純利益 ３５４

与信費用 ９６

（億円）

＋
８
３
億
円

〔経常利益＋83億円の増減要因〕 （億円）単 体 収 益 計 画

※1 役務取引等利益＋特定取引利益

円貨預金等利息
▲51

与信ｺｽﾄ減少
＋17

退職給付費
用減少＋18

円貨貸出金利息
＋139

債券関係損益
▲36

外貨資金利益
▲50

▲１６８０

＋４６４００

＋８３６７０

＋２６７３０

＋１０８２０

＋３３１７５

＋４０４０

＋４３１，３２５

＋３６１，５５０

第11次中計
3年間増減25年度

手数料収益
＋31

業務粗利益 1,550億円（22年度比＋36億円）

実質業務純益 730億円（同＋26億円）

経常利益 670億円（同＋83億円）

当期利益 400億円（同＋46億円）

経費増加
▲11

株式等償却
減少＋16

その他＋7

有価証券
利息＋3

587

670

単 体 収 益 計 画
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貸 出 金
【計数計画】

（億円）（億円）

25年度総貸出金平残 ：68,600億円（22年度比＋5,３44億円、年率＋2.７％）

静岡県内総貸出金平残：46,200億円（同＋3,434億円、同＋2.６％）

静岡県内における中小企業貸出および消費者ローンの増強に取り組み、地域シェアの
さらなる拡大を目指す

総貸出金（平残） 静岡県内貸出金（平残）

法人（中小）

24,288

法人（中小）
24,548

法人（中小）
26,300

消費者ﾛｰﾝ
24,300消費者ﾛｰﾝ

21,668
消費者ﾛｰﾝ

20,677

法人（大･中堅）
14,000

法人（大･中堅）

13,485
法人（大･中堅）

13,917

0

20,000

40,000

60,000

21年度 22年度 25年度計画

62,75262,752 63,25663,256

68,60068,600

+1,752

+515

+2,632
消費者ﾛｰﾝ

16,996

消費者ﾛｰﾝ
17,666

法人（中小）

18,873

法人（中小）

18,791

法人（中小）

20,000

消費者ﾛｰﾝ
19,700

法人

（大･中堅）

 3,884

法人

（大･中堅）

 3,647

法人

（大･中堅）

 3,500

0

20,000

40,000

21年度 22年度 25年度計画

42,41042,410 42,76642,766

46,20046,200

+1,209

+2,034

＋＋55,,３３4444 ＋＋3,3,４４3434
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預 金
【計数計画】

法人 18,216 法人 19,560

個人 55,700

個人 51,848

個人 51,409

法人 21,300

0

20,000

40,000

60,000

80,000

21年度 22年度 25年度計画

（億円）（億円）

25年度預金等平残：80,700億円（22年度比＋4,544億円、年率＋2.0％）

静岡県内預金等平残 ：68,600億円（同＋4,521億円、同＋2.3％）

法人向け総預金等平残 ：21,300億円（同＋1,740億円、同＋2.9％）

個人向け総預金等平残 ：55,700億円（同＋3,852億円、同＋2.4％）

総預金等残高（平残）

74,86974,869 76,15676,156

80,70080,700

+1,740

3,852

＋＋44,,544544

個人 47,073

法人 14,177 法人 14,729

法人 15,700

個人 47,579

個人 51,200

0

20,000

40,000

60,000

80,000

21年度 22年度 25年度計画

静岡県内預金（平残）

+971

+3,621

＋＋4,5214,521

63,35763,357 64,07964,079

68,60068,600
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手数料収益
【計数計画】

142

175

6037

11.6%

14.6%

22年度 25年度計画

銀行

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券

（億円）

（億円）

手数料収益比率
（静銀ﾃｨｰｴﾑ証券含み）

＋＋５６５６

手数料収益（銀行・静銀ティーエム証券）

預り資産販売手数料（銀行・静銀ティーエム証券）

25年度の手数料収益（静銀ティーエム証券を含む）：235億円（22年度比＋56億円）

預り資産販売手数料：保険窓販手数料を中心に、94億円（同＋26億円）を目指す

預り資産販売額：3,400億円（同＋759億円）を目指す

25年度の手数料収益（静銀ティーエム証券を含む）：235億円（22年度比＋56億円）

預り資産販売手数料：保険窓販手数料を中心に、94億円（同＋26億円）を目指す

預り資産販売額：3,400億円（同＋759億円）を目指す

保険 36
保険 46

投信 31

投信 46
公共債

1

公共債

2

２２年度 ２５年度計画

6868

9494

+26億円

預り資産販売額（銀行・静銀ティーエム証券）

投信 780
投信 1,000

投信 1,300

個人年金
保険等

990

個人年金
保険等
1,099

個人年金
保険等
1,300

公共債 588

公共債 541

公共債 800

0

1,000

2,000

3,000

21年度 22年度 25年度計画

+259億円

+201億円

+300億円

2,3592,359

2,642,64１１

3,4003,400＋＋759759

（億円）

179179

235235
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経 費
【計数計画】

（億円）

経費とOHR 平成23年度～25年度の物件費内訳

物件費は、新店舗出店に伴う店舗関連費用やＩＴ関連投資を中心とした戦略的投資に
より増加

選択と集中による経費コントロールを通じ、ＯＨＲは従来通り55％程度を目処とする

物件費は、新店舗出店に伴う店舗関連費用やＩＴ関連投資を中心とした戦略的投資に
より増加

選択と集中による経費コントロールを通じ、ＯＨＲは従来通り55％程度を目処とする

328

440 438 450

327328309 328

450 452

4343434445

52.9%
53.5%

52.2%

21年度実績 22年度実績 23年度計画 24年度計画 25年度計画

税金

物件費

人件費

ＯＨＲ

810 820
793

416

91

792 792

445

115

第10次中計 第11次中計

（億円）

店舗関連
フルバンク店 ＋５店舗
ミニ店舗 ＋４店舗

主なシステム投資
・ＡＴＭのＷＥＢ化
・統合ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ拡張
・ﾁｬﾈﾙ統合基盤導入

ｼｽﾃﾑ関連
＋29

店舗関連
＋24

～
～

～
～

823822

当面のピーク当面のピーク
1,2991,299

1,3521,352
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与 信 費 用
【計数計画】

343

75

40

233

96
80

47

21

0.37%

0.15%

0.13%

0.07%0.09%0.04%

0.55%

16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 25年度計画

与信コスト

与信費用比率

与信費用と与信費用比率
（億円）

与信費用は、25年度80億円程度、与信費用比率0.2％以下を目標に取り組む与信費用は、25年度80億円程度、与信費用比率0.2％以下を目標に取り組む

～～

第11次中計期間中は過去の大口倒産先が
計算期間から外れるため、貸倒実績率の
低下による一般貸倒引当金の取り崩しを想定
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グループ会社
【計数計画】

静銀ｾｿﾞﾝｶｰﾄﾞ㈱ ※ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務 - - １ ＋３

会社名 業務内容 経常収益
22年度比

経常利益
22年度比

静銀経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ㈱ 経営ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務 ３

２３０

４６

１５

１８

４

６０

５

３１

１５

４６

＋１

４７４

１＋１

▲９

▲１

＋２

▲３

▲４

＋２３

＋１

▲２

＋６

▲０

１６

１

１０

２

１

１８

１

１

０

０

＋１３ ５２

静銀ﾋﾞｼﾞﾈｽｸﾘｴｲﾄ㈱ 為替送信･代金取立等の集中処理業務等 ▲０

静銀ﾘｰｽ㈱ ﾘｰｽ業務 ▲２

静岡ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ㈱ ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ関連業務、計算受託業務 ▲２

静銀信用保証㈱ 信用保証業務 ＋２

静銀ﾃﾞｨｰｼｰｶｰﾄﾞ㈱ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ業務、信用保証業務 ▲４

静岡ｷｬﾋﾟﾀﾙ㈱ 株式公開支援、中小企業再生支援業務 ▲４

静銀ﾃｨｰｴﾑ証券㈱ 金融商品取引業務 ＋８

欧州静岡銀行 銀行業務・金融商品取引業務 ＋０

静銀総合ｻｰﾋﾞｽ㈱ 労働者派遣業務等 ＋０

静岡ﾓｰｹﾞｰｼﾞｻｰﾋﾞｽ㈱ 銀行担保不動産の評価･調査業務等 ＋０

合 計 （12社） ＋３

※持分法適用関連法人

(億円)

グループ会社の高い専門性の発揮と銀行との連携強化により、総合金融グループとして
の競争力確保と持続的な成長を実現

グループ会社の高い専門性の発揮と銀行との連携強化により、総合金融グループとして
の競争力確保と持続的な成長を実現



本資料には、将来の業績に関わる記述が含まれています。こうした記述は、将来の業績

を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。

将来の業績は、経営環境の変化などにより、目標対比異なる可能性があることにご留意

ください。

〔本件に関するご照会先〕

株式会社 静岡銀行 経営企画部ＩＲ担当（梅原）

ＴＥＬ：０５４－２６１－３１３１（代表）

０５４－３４５－１１１６（直通）

ＦＡＸ：０５４－３４４－０１３１

Ｅ‐ｍａｉｌ：kikaku@jp.shizugin.com
ＵＲＬ：http：//www.shizuokabank.co.jp/


